
平成１８年度住宅局関係予算の基本方針Ⅰ．

○ 先の特別国会で成立した改正耐震改修法を踏まえ、本年を「耐震元

年」として、住宅等の建築物の耐震改修を全国で強力に推進すること

等により、建築物・住宅市街地の地震防災対策を総合的に推進してい

くことが必要である。

○ また 「新たな住宅政策の方向性を示す制度的枠組み」として、来、

る通常国会に、基本理念や各主体の責務、新しい計画体系等住宅政策

の基本方向を示す法案を提出することとしており、新たな枠組みのも

とでの住宅セーフティネットの機能向上が求められる。加えて、構造

計算書偽装問題に伴い、危険な分譲マンション居住者の安全と居住の

安定を適切に確保するため、これらの除却・建替えへの支援を行うと

ともに、共同住宅等多数の者が利用する建築物のアスベストの除去等

への支援に取り組むことにより、住宅・建築物に対する信頼を回復す

ることが必要である。

○ さらに、中心市街地の再生についても、いわゆるまちづくり三法を

見直し、大規模集客施設等の郊外立地に歯止めをかける都市計画・建

築規制の適正化と併せて、中心市街地において失われた居住人口や各

種の都市機能を取り戻し、にぎわいを回復するための取り組みを総合

的に展開していくことが求められている。

○ このため、平成１８年度の住宅局予算は、

・建築物・住宅市街地の地震防災対策の推進

・住宅セーフティネットの機能向上等による住宅・建築物の信頼回

復

・街なか居住の推進等による中心市街地の再生

に最重点を置くとともに、

・ユニバーサルデザインのまちづくり

・住宅市場整備の推進

についても重視する。なお、併せて基本方針２００５に示された重点

４分野への重点化を行う。
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事業費・国費

（単位：億円）

区 分 倍率 国 費 倍率事 業 費

住宅都市環境整備 50,859 0.82 10,449 0.95

住 宅 対 策 39,069 0.77 7,175 0.88

都市環境整備 11,790 1.07 3,273 1.16

市 街 地 整 備 10,712 1.08 2,727 1.20

道路環境整備 1,078 0.99 546 1.00

※計数は、四捨五入を行ったため合計が合わないことがある。

財政投融資等

（単位：億円）

区 分 1 8 年 度 前 年 度 対前年度倍率

財政投融資等 ４８，１５６ ６０，７５９ ０．７９

行 政 経 費

（単位：千円）

区 分 1 8 年 度 前 年 度 対前年度倍率

行 政 経 費 ,096,149 1,922,485 １．０９2
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